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醒 はじめに

企 業 のイ子う利 益 副司整 (Earnings Manage―

me n t )に関する研究は,日 米における会計研

究の大きな研究領域の |つである。利益調整の

定義は必ずしも一義に定まっているわけではな

く, 研 究 者 に よ っ て 相 違 が み られ るが

(Beneish 2001;奥村2006),「何らかの意図を有

した会計利益の調整」であるという点では一致

している.本 稿では,(1)企 業がなぜ利益調整

を行 うのかという 「利益調整の動機」,(li)企

業は実際にどのような方法で利益調整を行って

いるのかという 「利益調整の実施方法」,そ し

て(lli)企業の利益調整行動を会計の利益調整研

究ではどのように検出しているのかという 「利

益調整の検出方法」の 3点 について,そ の概要

を今日までの研究結果に基づいて述べる.
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醒 利益 調整 の動機

企業が利益調整 を行 う動機は実に多様である

が,大 きく機会主義的動機 と情報提供 (シグナ

リング)的 動機の 2つ に分類される。機会主義

的動機の観点は,企 業や経営者は自らを利する

ために利益調整を行 うとするもので,主 体者の

利己的な悪意を示唆するものである。一方,1青

報提供的動機の秘点は,経 営者や企業内部者が

利益調整行動を通 じて私的な内部情報を市場や

投資家といった外部者に伝達 しているというも

ので,主体者の善良な意図を示竣するものである。

[表'コ利益調整の動機の例

i再霧轟裏郭石蔦彊畜不葉権      れ
的動機 を結んでいるっ

(b)財務制限条項が付与された負債

契約が存在する。

(C)法人税率変更 を予期 した節税.
的1株術に影響 を与えることによる

lPO,MBO,内 部取 引等の有利
な実施s

情報提供 (e )企業の将来業績 に関する内部情
報を外部者に伝達する。的動機

表 1は ,機 会主義的動機 と情報提供約動機の

例 を示 した ものである。機会主義的動機の例 は

(a)～(d)にあるように理解 し易 い ものであるので

特別な説明は加 えないが,te )の情報提供的動機

の例 はその理解が困難であると思われるので,

以下で詳細な具体例 を 2つ 挙 げて説明す る。

ほ例 |]研 究開発費等への投資は短期的には

報告利益を減少させることになる。 しか しなが

ら,経 営者はそれらの投資が将来的に企業に利

益 をもたらすという自信があり,そ のような私

的な内部1青報を外部に伝達するために当期の利

益を士曽カロさせるような利益調整をイ子う。

[例 2]企 業が予想外の経済事象の勃発によ

り大きな損失を計上せざるをえな くなったとき

に,そ のような損失は突発的なものであって将

来的な業績には影響がないのだという情報を外

部に伝達するために有価証券などを売却 してそ

の損失を補填する。
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つまり,利益調整は将来業績に関する内部者 と外

部者間の情報の非対称性 を緩和するために行われ

るというのが,情 報提供的動機の観点なのであるコ

醒 利 益 調 整 の 実 施 方 法

企業の行 う利益調整の実施方法は,実 体的利

益調整 と雀落十的利益調整 に分 (することができる。

両者の違 いを端的に述べれば,期 中に何 らかの

実際の行動 をとって行われ るのが実体的利益調

整 であ り,期 末後 に経理部で見積 りや会計方針

の変更 といつた会計処理 を通 じて行われ るのが

会計約利益調整 である。従 って,実 体的利益調

整 は しば しばキャッシュフローをイ半うが,会 計

的利益調整 は会言1発生高だけの調整 である。

E表2]利 益調整の実施方法の例

実体的利

益調整

11期末に営業部員を叱咤激励 して

目標利益を達成する,

ごお汗究開発費や広告宣伝費用を意
図的に増減する,

う土地や有価証券を意図的に売却

する‐

4)生産調整をして固定製造費の売
上原価 とll l l l卸資産への配分 を変

更す る(

見積 りの意図的な変更
・貸倒や製品保証引当金の引当率

を変更する。
・償去口資産の耐用字数を変更する。

0)会計方針の意図的な変更
・棚卸資産の評価方法を変更する。
・偵却資産のイ費却方法を変更する.
・建設工事の収益認言哉基準を変更

する.

表 2は,実 体的利益調整と会計約利益調整の

例をそれぞれ示したものである。Φ～⑥の殆ど

の例はチ里解し易いものであると思われるので追

加的な説明は加えないが,実 体的利益調整の④

はその仕組みがやや複雑 であるので,以 下で詳

細 に説明す る.

現行の制度会計で採用 されている全部原佃計

算 では,固 定製造費は生産量 に応 じて均等に配

分 され る。従 って,販 売量が一定だ とすると,

生産量 を意図的に増や して棚卸資産 を増加 させ

ると製品 1個当りの売上原価は低 くなり利益は

増加することになる。逆に,生 産量を意図的に

減 らして棚卸資産を減少させると製品 1個当り

の売上原価は高 くな り利益は減少することにな

るcつ まり固定製造費の一部を棚卸資産に吸収

させたり吐出させたりすることによって利益調

整を行 うのである。

このように,利 益調整の方法には実体的利益

調整 と会計的利益調整があるわけだが,研 究者

によっては実体的利益調整 を利益調整に含めな

いとする意見 もある。これが,本 稿の冒頭で述

べた利益調整の定義が必ず しも一義に定 まって

いない最大の理由である。

この利益調整の範囲をどのように限定するか

という問題は,そ れを受け止める主体によって

異なるものと考えられる。例えば,会 計基準設

定団体などの規制当局が関心を抱 くのは主に会

計約利益調整であろう。規制当局にとっては,

期末に社員を叱咤放励 したり,研 究開発ブロジ

ェク トの開始時期 を変更 した りすることによっ

て行われるような実体的利益調整は,彼 らの制

御外のことであり管軽外でもあるので,利 益調

整の範囲には含めないとするであろう。一方,

投資家は,利 益調整が与える報告利益の質への

影響に興味があるであろう。利益調整によって

生み出された利益には,持 続性が低 くて一時的

であったり,あ るいは翌年には反転 して しまう

ような質の悪い利益が多 く含 まれている。投資

家は企業の将来業績の予想を行 うに際 して,そ

のような質の悪い利益 と企業本来の収益力から

生 じた質の良い利益 とを識別する必要がある。

従って彼 らは,利 益の質に影響を与える,実 体

的利益調整 と会計的利益調整の両方を利益調整

の範囲に含めるであろう。
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高 とに分解 される。 そ して企業の利益調整 は,

キャッシュフローではな く経営者の見積 りや判

断 を必要 とする会計発生高によ り反映 され るの

ではないか と考 えて,利 益の会計発生高部分 を

取 り出 して利益調整 を調査 しているのが (11)で

ある (常ealy 1985)。

しか しなが ら,会 計発生高 も,全 てを経営者

が意図的に生 じさせている訳 ではな く,企 業の

通常営業活動止必然的に生 じる部分 もある。そ

こで,会 計発生高か ら通常営業活動上生 じるで

あろう非裁量的部分 を除去 して経営者の裁量的

部分 を抽 出 し,そ れ を用 いて経営者の利益調整

行動 を調査 しているのが (lil)である。 この会計

発生高を裁量的発生高 と非裁量的発生高 とに分

解す るのに用いられる推定モデルは多数存在 す

るが,現 在 では 」ones(1991)を R高矢 とす るモ

デルが最 も普及 している。

(li)および (Fii)による方法は,そ れぞれ会計

発生高 と裁量的発生高に,企 業の利益調整が反

映 されているだろ うとい うものである。 これ ら

の方法は,包 括的に企業の利益調整行動 を調査

できるとい う利点があるが,そ の反面,企 業が

実際 にどの ような方法で利益調整 を行 っている

か を具体的に示 しては くれない。 そこで,会 計

発生高を構成する個別の発生高項 目や会計処理

方法の変更に焦点 をあて,企 業が どの よ うに し

て利益調整 を行 っているのか を調査 しているの

が (iv)である (lVlcNichols and Wilson 1988,Mar‐

quardt and Wiedman 2004)じ

[図1ヨ 利益構成要素と利益調整方法の対応図

― y

実体的利益調整 |会計的利i
益調整

利益調整

注)利 益 =キ ャッシュフロー 十会計発生高
会計発生高 =非 裁量的発生高十裁量的発生高
利益調整 =会 計的利益調整 十実体的利益調整
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聾 利益 調整 の検 出方法

近年の利益調整研究において,企 業の利益調

整 を検 出す る方法は,概 ね次の (1)～ (v)に 大

別できる。

(i)利 益 の分布 を観察する.

(li)会 計発生 高 を調査す る。

(lF)裁 量的発生高 を調査す る。

(v)個 別の発生 高項 目や会計処理方法 を調査

する。

(v)個 別の損益項 目を調査する。

(1)は ,何 らかの間値 を基準 とした利益 の ヒ

ス トグラムを作成 し,そ の分布が闘値の前後で

不連続 になっていないか どうか を調査す るもの

である。 これは非常に視覚的に訴 えるものであ

り,閉 値 としては,赤 字 ・黒字,減 益 ・増益,

アナ リス ト予想 を下回 る 。上 回るといった もの

が用 い られ て い る (8urgstahler and Dichev

1997, Degeorge et al. 1999)。

次に,利 益 は,キ ャッシュフロー と会計発生

92                在ヽ業公言1 2 0 0 7

キ ャ ッシ ュフ ロー 会計発生高

キ ャッシュフロー 裁量的  1夢卜裁量的
発生高 ! 発生高

Iヽ()1.59 ヽ o2 (268)



最後 に,企 業の利益調整 は,会 計発生高のみ

に反映 されているわけではな く,表 2(前 号参

採)の 実体的利益調整の例 にあるようにキャッ

シュフロー を伴 って行われる利益調整 も存在す

る.そ こで企業の利益調整 を,会 計発生高 を用

いて調査す るのでははな く,研 究開発費や特別

損益項 目の変化 といったキャッシュフロー を含

む個 別の損益項 目を用 いて調 査 してい るのが

(v)で ある (Sc h o l e s  e t  a l . 9 9 2 , 8 u s h e e  1 9 9 8 )。

現在の利益調整研究では,(1 , 1 )の裁量的発生

高 を用いて企業の利益調整行動 を包括的に検 出

しよ うとす る研 究 が最 も多い。 しか しなが ら

」one sモデル を始 め とす る一連の裁量的発生 高

推定モデルについては,そ の妥 当性 を批判する

論文 も数多 く存在す る。今後の利益調整研 究で

は,(1,1)のみならず,(iv)( v )などの個別の発生

高項 目や損益項 目なども併せて調査することが,

より頑健な検証結果を得るためには大切であろう.

最後に図 1は ,利 益構成要素 と利益調整方法

の対応 を図示 したものである。裁量的発生高を

用いて企業の利益調整を調査することは,会 計

的利益調整 と実体的利益調整の一部を捕提する

ことにはなるが全ての利益調整を検出てきるわ

けではないことには注意が必要である。なぜな

ら,実 体的利益調整の多 くはキャッシュフロー

を伴 う利益調整であ り,裁 量的発生高を用いる

検出方法では完全には捉えきれないからである。

選 お わ り に

本稿 では, 日米 における会計研究の大 きな研

究領域 の 1つ であ る利益 調 整研 究の概要 を,

「利益調整の動機」「利益調整の実施方法J「禾U

益調整の検出方法Jの 3点 について述べている。

紅幅の都合により害」愛されている部分も多くあ

るが,利 益調整研究全体のフレームワークはヵ

バーされているぅ

利益調整研 究は,実 証会計学の中で も会計研

究者 に人気のある領域 である。企業の様 々な思

惑や意図 を推論 し,そ の真偽 を状況証拠 に基づ

いて突 き詰 めてい く作業は,あ る種の犯罪捜査

に似 た感情 を研 究者 に喚起 させ る ものであ る。

もちろん証拠 の収集 は地道 な作業 であ り,苦 労

して集 めた証拠 も推論 を支持 す るには不十分 で

あ った り時 には否定 す るよ うな もの であ った り

して,努 力が徒 労 に帰 す場合 もまま存在 す る。

それだけに,集めた証拠が推論 とぴった り合致す

るものであったときの喜 びはひとしかなのである。

利益調整研 究 は,企 業行 動の解 明 とい うアカ

デ ミックな意義 に加 えて,実 証研 究の醍醐味 を

堪 能 で きる とい う点 で もや りが いのあ る研 究領

域 であ る といえ る。
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